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福島県循環型社会形成推進計画（仮称 （案））

１ 計画策定の背景と目的

人類の活動により生じる環境への負荷は、かつては、自然循環が有する浄化能力の範

囲にとどまっていました。しかしながら、科学技術の進歩などにより人類が物的な豊か

さを享受する一方、限りある地球の資源を大量に消費し、廃棄物を大量に排出するなど

経済社会活動による環境への負荷を著しく増大させた結果、自然循環を阻害し、様々な
※

環境問題を引き起こしています。

このような現状に対し、わたしたちは、地球の生態系の多様な機能に支えられている

ことを再認識し、その活動をできる限り地球環境に負荷を与えないような活動に転換し

ていくことにより、持続可能で恵み豊かな環境を将来の世代に引き継いでいく必要があ

ります。

このため、本県では、環境の保全を最優先し、環境への影響を未然に防止するとの基

本的な考え方の下、これまでの大量生産、大量消費及び大量廃棄型の経済社会システム

を変革することにより、豊かな自然をはじめとする本県の特性を生かした循環型社会の
※

形成を目指し、平成１７年３月に「福島県循環型社会形成に関する条例 （以下「本条」

例」という ）を制定しました。。

本条例の目的である循環型社会を形成していくためには、わたしたち一人ひとりが、

今日の環境問題が、地球規模の空間的な広がりを持ち、未来世代にわたる時間的広がり

を持っていることを認識し、問題の本質や解決の方法について、自ら考える能力を身に

つけるとともに、率先して実行することが重要です。また、行政、事業者、民間の団体

等のあらゆる主体が、自ら責任を持って環境に配慮した活動を行うことはもとより、幅

広く連携しながら県民総参加で取り組んでいく必要があり、これら取り組むべき施策を

総合的かつ計画的に推進するため、本計画を策定するものです。

２ 計画の位置付け

本計画は、本条例第１０条第１項により、知事が定めなければならないとされている

「循環型社会形成推進計画」です。

また、福島県新長期総合計画「うつくしま２１」における重点施策体系に示されてい

る「循環型社会の形成」を推進するための計画としても位置づけられるとともに 「福、

島県廃棄物処理計画」等との関連のもとに策定するものです。

３ 計画の期間

本計画の「５ 福島県が目指す循環型社会」を平成３０年度頃に見据えながら、平

成２２年度を目標年次とする５年計画です。
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４ 現状と課題

（１）自然循環について

福島県は、奥羽山脈と阿武隈高地が縦断する広大な県土に、国立・国定公園、県

立自然公園など優れた景観や猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群に代表される良好な水環境

、 、を有するとともに 多様な地形と自然条件の下に植物相や動物相も変化に富むなど

豊かな自然に恵まれています。そのような自然は、永い時間をかけて造り上げられ

てきたかけがえのない財産であり、県民は、その恩恵を受けて生活を営んできてい

ます。

しかしながら、一方で、近年の急速な経済発展や情報化の進展及びそれらに伴う

ライフスタイルの変化により、水質汚濁や大気汚染、廃棄物の増大など生活環境が

悪化するとともに、自然の破壊が進み、多くの野生動植物が絶滅の危機に瀕するな

ど生態系が脅かされ、自然の循環が損なわれる現象が生じています。

人の活動は、自然から資源等を獲得することにより、その活動を維持発展させて

いますが、持続可能な社会を形成していくためには、環境への負荷を自然の循環を

阻害しない範囲に止めるよう低減することが不可欠であり、常にその活動が生態系

の均衡を保つよう、すなわち自然循環が健全な状態に保全されるよう配慮されなけ

ればなりません。

そのため、水その他の自然的構成要素の良好な状態での保持、生物の多様性の確

保及び自然環境の体系的な保全に資する施策に取り組むことが必要です。

（２）資源循環について

日本では、戦後の経済の高度成長を経て、大量生産・大量消費・大量廃棄型の一

方通行型経済システムとなり、その量的な拡大が自然循環を上回り、自然界に大き

、 。 、な負荷を与え 地球環境を損なってきました 現実の地球が有限で劣化することは

誰の目から見ても明らかであり、自然環境を悪化させ、天然資源を枯渇させてしま

えば人類の生存そのものが危うくなってしまう恐れがあります。

本県においても、産業廃棄物については年々漸増しており、最終処分場の残余年

数の見通しは、長期的には厳しい状況も見込まれます。また、廃棄物の不法投棄、

水や土壌の汚染などの環境の悪化等が身近な問題となってきています。

このため、現在の経済システムを転換し、最少の資源を用いて最大の効果を挙げ

、 、 、ることを念頭に 化石燃料 鉱物資源等枯渇資源の消費抑制を図ることはもとより

再生可能な資源の利用の促進と長期使用、適正な循環資源の確保とその処分の適正
※

化を図る必要があります。また、地域において持続可能な循環型社会を形成してい

くためには、再生可能な資源が再生可能な範囲で、地域内でその利用が促進される

ことが経済コストの面からみても有効です。

ちなみに、本県における資源循環の状況、つまり物質フローの状況は次のとおり
※

となっています。
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【福島県内の物質フロー状況】

循環型社会形成の施策を展開していくためには、私たちの経済活動において投

入された資源がどれだけ再び資源として循環しているかといった物質の流れを把

握することが重要であることから、県内における物質の流れについて 「資源投、

入、製品生産、販売・購入、新規蓄積・消費・廃棄、処理・処分」の５項目の断

面と「財の蓄積・既存ストック」を設定し、各断面について工業統計表など各種

統計を用いて「重量ベースによる物質フロー」を作成します。

ア 資源投入

イ 製品生産

ウ 販売・購入

エ 新規蓄積・消費・廃棄

オ 処理・処分

（３）生活様式及び行動様式について

２０世紀の経済成長を最優先する社会経済システムは、大量消費・大量廃棄型の

ライフスタイルを一般化させたことにより、資源やエネルギーが大量に消費され、

環境が汚染されるなどの地球環境問題を引き起こし、深刻化させてきました。

また、それは、自然と人の関係に止まらず、わたしたちの社会に様々な問題を投

げかけています。

健全な自然環境を将来の世代に引き継ぐ使命を負ったわたしたちは、人の生命が

自然の一部であり、自然環境の中で生かされていることを自覚し、これまでの物を

中心とした価値観を見直し、心の豊かさや生活の質を重視し、環境への負荷の低減

に資する取組みを自ら率先して実践することが必要です。

、 、 。日本には 長い歴史の中で培われ 受け継がれてきた独自の伝統文化があります

その中には、自然や文化を愛し、心豊かに生きること 「もったいない」や「足る、

を知る」など循環型社会に通じる節度ある生き方も含まれており、今日では、江戸

時代のような、物を大切に扱い、再使用、再生利用が徹底され、廃棄物の少なかっ

た循環型社会の経験、歴史が見直されています。

日本人の心には、元来、このような自然と人が共生する知恵と文化が内在してお

り、循環型社会の形成を目指すには、これらを改めて呼び起こし、意識改革や人材

育成を図ることにより、心の豊かさを重視した賢いライフスタイルに転換していく

必要があります。



- 4 -

５ 福島県が目指す循環型社会

（１）自然循環が保全された社会～自然と人が共生する社会～

人の活動が、自然の生態系等に配慮することを優先することによって、健全な自

然循環が保たれ、自然と人が共生する持続可能な社会

（２）適正な資源循環が確保された社会～「ごみ」のない社会～

地球資源に限りがあることを認識し 資源の消費を抑制することはもとより ご、 、「

み」の発生抑制（リデュース 、再使用（リユース 、再生利用（リサイクル）の） ）

「３Ｒの推進」を通じて、適正な資源循環が確保された「ごみ」のない社会
※コラム

コ ラ ム

☆３Ｒ（スリーアール）

リデュース（ )、リユース（ )、リサイクル（ )の頭文字を取っReduce Reuse Recycle

て３Ｒと呼ばれます。

一つ目のＲ（リデュース）は、ごみになるものを拒否すること、ごみを出さない

ことなど、つまりごみの発生・排出を抑制をすることです。

二つ目のＲ（リユース）は、ビンや部品の再使用、つまり使える物は繰り返し使

うことです。

三つ目のＲ（リサイクル）は、ごみを資源として再び利用する。つまり再生利用

することです。

３Ｒの国際的な推進を目指し、小泉首相が、２００４年（平成１６年）６月に米

国のシーアイランドで開催された主要国首脳会議（Ｇ８サミット）において、提唱

して合意を得た「３Ｒイニシアティブ」は、２００５年（平成１７年）４月、東京

において開催された「３Ｒイニシアティブ会合」において正式に開始されたことに

より 「３ の推進」は、国内に止まらず、世界的な取組みとなっている。、 R

（３）心の豊かさを重視した賢い生活様式及び行動様式が定着した社

会～「もったいない」の心が生きている社会～

日本の精神文化である「もったいない」の心が生かされ、ものを大切にする、人
※コラム

や自然を愛するなど、心の豊かさや生活の質を重視した賢いライフスタイルが文化

として定着した社会
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コ ラ ム

☆ 「もったいない」について

平成１６（２００４）年、環境分野で初のノーベル平和賞を受賞したケニア

の副環境相ワンガリ・マータイさんが、平成１７年２月に来日した際、日本の

「もったいない」という言葉を知って感銘を受け、同年３月にニューヨークの

国連本部で開催された「国連婦人の地位向上委員会」の演説の中で、日本語の

「もったいない」を環境保護の合言葉として「世界的「もったいない」キャン

ペーンを展開し、資源を有効的に利用しましょう」と訴えました。

このことは、多くの日本人に改めて「もったいない」の意義を呼び起こし、

本県においても県商工会連合会を始めとして「もったいない運動」の輪が広が

っています。

「もったいない」の言葉は 「その物の値打ちが生かされず無駄になるのが、

惜しい」という意味を持ち、一人ひとりが「もったいない」の意識を持つこ

とにより、物を無駄にしないで大切に扱うことを教えています。また 「畏れ、

多い 「ありがたい」など自然や人からの恩恵に感謝する意味も併せ持って」、

いることから、環境や人を大切にすることに繋がり、共生の論理に立った本県

の循環型社会形成の趣旨に合致する言葉です。

平成１７年７月に実施した県内の小学生、中学生及び高校生約２５００人

を対象とした「 もったいない』に関するアンケート調査」の結果では、小・『

中・高生ともに９８パーセントの児童・生徒が「もったいない」の言葉を知っ

ているとともに、８０パーセントを超える児童・生徒が、自分の生活の中に

「もったいない」と思うことが今までにあったと答えており、若い世代にも

「もったいない」の言葉が理解されていることがわかりました。

これらのことから、日本人の伝統的な心として引き継いできた「もったいな

い」の言葉を本計画のキーワードの一つとして活用することとします。

６ 施策の展開

（１）自然循環の保全～自然と人が共生する社会を目指して～

循環型社会は、人間が生態系の多様な機能に支えられており、その生態系が自然
※

循環の中で微妙な均衡を保つことによって成り立つことから、人が活動するにあた

って、自然を賢く利用するなどその均衡が損なわれることがないよう自然循環を保

全するため、次のことに取り組みます。

① 森林の保全、整備等

森林は、水源のかん養、自然環境の保全、地球温暖化の防止、木材の供給等の

多面的機能を有し、循環型社会の形成に果たす役割が大きいことから、森林を適

正に保全し、整備するため必要な施策を行います。



- 6 -

また、森林の有する多面的機能の発揮に重要な役割を果たしている林業の振興

を図るため、林業を担う人材の確保や育成を図るとともに、県産木材等の安定供

給や需要の拡大等必要な施策を行います。

さらに、県民が森林の有する多面的機能についての理解を深めるとともに、県
※

民等が自発的に行う森林の整備や保全に関する活動が促進されるよう、必要な施

策を行います。

【具体的な施策】

・ 重視すべき機能に応じた森林の整備を促進します。

・ 森林の荒廃を未然に防ぎ多面的機能を確保するため、人工林の間伐や林内

路網の整備、里山などにおける天然林の育成等森林施業を推進し、多様な森

林を整備します。

・ 森林病害虫及び森林火災の発生を防止します。

・ 林業担い手の育成確保のため、就業の促進及び林業や森林に関する知識

と技術の普及指導を行うとともに、一般市民等に対して森林及び林業につ

いての学習機会や情報の提供を行います。

・ 森林組合の経営基盤の強化を図るとともに、造林業者・素材生産業者の

経営基盤の強化を図ります。

・ 県産木材等の安定供給体制の整備を図るとともに、利用促進や品質向上

による県産木材等の需要の拡大や栽培きのこ類・木炭等特用林産物の振興
※

を図ります。

・ 森林とのふれあいの推進や森林整備ボランティア活動の支援等により、

県民参加による森林づくり運動を推進します。
※

・ 県民の理解のもと一人ひとりが森林を守り育てる意識を持ち、森林環境保

全に参画する新たな森林づくりに取り組みます。
も り

② 持続性の高い農業生産方式の普及等

農業による環境への負荷を低減し、持続可能な農業の確立を図るため、持続性
※コラム

の高い農業生産方式の導入を促進するとともに、それらを担う人材の育成及び確

保を図るため必要な施策を行います。

また、水源涵養、自然環境の保全等の機能を有する農地を適正に保全・整備す

るため必要な施策を行います。

【具体的な施策】

・ 持続性の高い生産方式に取り組む農業者であるエコファーマーを育成しま
※

す。

・ 地域における有機性資源の循環利用を進めるため、推進体制を整備しなが
※

ら、たい肥化とその流通・利用の促進を図ります。

・ 中山間地域等直接支払制度や農地の流動化等により、遊休農地の発生の防
※ ※

止と活用の推進を図ります。
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・ 自然環境保全等に配慮した整備を推進します。

コ ラ ム

☆ 持続性の高い農業生産方式

持続性の高い農業生産方式とは、将来にわたって農業生産を持続的に行う

ことができる効果が高い技術のことであり 「土づくり 「化学肥料の低減 、、 」、 」

「化学農薬の低減」を一体的に行う生産方式をいいます。

③ 水産資源の適正な保存、管理等

水産資源の適正な保存及び管理を図るため、水産動植物の生育環境の保全と改

善やそれらを担う人材の育成と確保その他の必要な施策を行います。

【具体的な施策】

・ 本県海域における資源の調査を行うとともに、主要魚種についての適正な

資源利用を示した「資源回復指針」を策定し、漁業者との協議により「資源

回復計画」の作成を推進するとともに、操業の効率化等を支援します。

・ 本県水産業が、水産物の安定供給という使命を果たしながら、漁場環境保

全や地域振興などの多面的機能を発揮するため、漁業担い手を確保するとと

もに、意欲的な担い手を育成します。

・ 持続可能な栽培漁業等の生産方式を推進します。
※

・ 河川や湖沼などの内水面域における水産資源の増殖を推進します。

④ 健全な水の循環を保全するための総合的な管理

水環境が、人間の活動によって著しく損なわれることなく、健全な水の循環が

行われ、森、川、海等の環境が一体として保全されるようにするため、工場・事

業場からの排出水の規制、地下水等の汚染の防止に関する規制等について 「福、

島県生活環境の保全等に関する条例」等を適正に運用するとともに、排水処理施

設等の適正な整備等の促進その他必要な施策を行います。

また、水の効率的な利用により環境への負荷を低減するため、雨水の貯留又は

浸透のための施設の整備を促進するために必要な施策を行います。

さらに、県民等が自発的に行う水環境の保全活動や当該保全活動を目的とした

河川流域における地域交流を促進するため必要な施策を行います。

【具体的な施策】

・ 本県の良好な水環境を将来の世代に引き継いでいくため、本県の特色を踏

まえた治水・利水・環境保全を含めた総合的な水管理計画を策定します。

・ 公共用水域の水質汚濁状況や地下水の水質汚濁状況を監視します。

・ 公共用水域の水質汚濁の主な原因とされている生活排水について、県、市

町村、県民等が一体となった対策を推進します。

・ 下水道事業の推進により生活排水対策を進めます。
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・ 農業集落排水施設の整備と維持管理により、農業用用排水、公共用水域の

水質保全を図ります。

・ 合併処理浄化槽の設置及び適正な維持管理の推進により生活排水対策を進

めます。

・ 水源地では、雨水の地下への浸透を促し、水源かん養機能の向上を図ると

、 、 、ともに 都市部においては河川等の急激な増水を軽減するため 雨水浸透桝

雨水浸透溝、雨水貯留槽、透水性舗装等の整備を推進します。

・ 雨水や下水処理水等の散水用水への活用など、中水利用を促進します。
※

・ 上下流の地域住民の交流や、流域協議会等の水環境保全団体の活動を促進

します。

⑤ 猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群における健全な水の循環の保全

猪苗代湖及び裏磐梯地域の湖沼群は、豊かな自然に恵まれた良好な水環境を有

し、その自然環境は県民のみならず国民共有の財産とも言えます。また、その恵

みの下、人々はこの地域の特性を生かした固有の伝統や文化を創り出してきただ

けでなく、県内外から訪れる人々に潤いとやすらぎを与えてくれるなど、その恩

恵が計りしれないことから、このかけがえのない水環境の悪化を未然に防止し、

美しいままに将来の世代へ引き継いでいくことが重要です。

このことから、猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群が豊かな自然環境に恵まれた貴重な

水資源であることにかんがみ 「福島県猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群の水環境の保、

全に関する条例」に基づき、健全な水の循環が保全されるよう必要な施策を行い

ます。

【具体的な施策】

・ 工場、事業場からの排出水について、窒素及びりんに係る排水規制を行い

ます。

・ 下水道及び農業集落排水における高度処理施設の導入を促進します。
※

・ 住宅等への窒素除去型合併処理浄化槽の設置を促進します。

・ 釣りやキャンプ等のレジャー等における水環境への配慮を促進します。

・ ヨシやアサザ等の群落が形成されている区域など、良好な水環境を保全

することが特に必要な区域を、水環境保全区域として指定します。

・ 「福島県持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針」に基づき、土づ

くりと化学肥料・化学農薬の使用低減を一体的に行う環境にやさしい農業の

推進とエコファーマーの育成を図ります。

⑥ 野生動植物の保護

県民の財産である野生動植物を保護するため、生物の多様性を保全し、豊かな

生態系を確保するための、総合的な対策を実施します。また、あつれきを生じて

いる野生動物との共生を図るための検討を行います。
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【具体的な施策】

・ 希少野生動植物の保護基本方針に基づき特定希少野生動植物の指定や捕獲
※

の禁止等保護のための施策を行います。

・ 野生動植物保護サポーター制度の充実による保護監視体制の整備・充実を
※

図ります。

・ ツキノワグマ、サル等の生息状況等の調査を行い、保護管理のための対策

を検討します。

・ 野生動植物に関する教育、学習機会の充実や広報活動の実施等普及啓発を

推進します。

・ 外来生物による野生動植物への影響を回避するための対策について検討し

ます。

⑦ 緑化の推進及び緑地の保全

緑は、潤いのある生活空間の形成、防災、大気の浄化や地球温暖化防止など、

多くの機能を持つことから、緑化を推進するとともに、緑地を保全するために必

要な施策を行います。

【具体的な施策】

・ 緑の少年団活動の支援・植樹祭、育樹祭等緑化イベントの活動支援など緑
※

化運動を推進します。

・ 緑の文化財等貴重な緑の保護保全活動を支援します。
※

・ 自然とのふれあいの場の創出や野生生物の生息環境の確保などを図るた

め都市公園を整備します。

・ 都市内の良好な緑地や樹木等を風致地区、緑地保全地域、特別緑地保全
※ ※ ※

地区として指定します。

・ 市街地の道路整備において、街路樹等の植栽を推進します。

・ 個々の緑をつなげる緑のネットワークの形成を図ります。

⑧ 自然再生の推進

、 、過去に損なわれた生態系その他の自然環境を取り戻すため 自然環境を保全し

、 、 。再生し 若しくは創出し またはその状態を維持管理する事業の推進に努めます

【具体的な施策】

・ 生態系の保全の観点からの詳細調査・植生の復元方法や野生動植物の生息

・生育環境の再生手法等、自然再生に係る調査を実施します。

・ 植生の復元、野生動植物の生息・生育環境の改善等自然再生事業を実施し
※

ます。

・ それぞれの河川が持つ、あるいは持っていた特性の保全や再生、川を舞台

とした地域の活動を支援するため、環境や魚類等の生態系に配慮した河川の

整備を行います。
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⑨ 県の工事等における健全な自然循環への配慮

土地の形状の変更、工作物の新設等の事業に係る工事等を行うにあたっては、

環境への負荷が少ない工法を採用すること等により、自然循環が健全な状態に保

全されるよう配慮します。

【具体的な施策】

・ 環境影響評価法、福島県環境影響評価条例に基づく環境アセスメントを実

施します。

・ 県が行う公共事業のうち、環境影響評価法及び福島県環境影響評価条例の

対象とならない事業に関し、計画、実施の各段階において自然循環・資源循

環に配慮した取組みを率先して行います。

・ 自然公園などの良好な自然環境を有する地域において、地域の地形や自然

環境を踏まえた路線選定を行うとともに、けもの道の確保など生態系全般と

の共生を図る道路（エコロード）整備を推進します。

（２）適正な資源循環の確保等～「ごみ」のない社会を目指して～

有限な資源の過剰な消費及び大量の廃棄物の排出が自然界に大きな負荷を与えて

いることにかんがみ、再生可能な資源が持続的に再生可能な範囲で利用されるとと

もに地域内でのその利用が促進されること、再生不可能な資源はその消費が抑制さ

れること、また、技術的及び経済的に可能な範囲で適正な資源循環が確保されるよ

う、次の施策を行います。

① 資源及びエネルギー消費の抑制

資源及びエネルギーの消費の抑制を促進するため、職場や家庭における消費抑

制の取組みや循環資源の利用についての普及啓発その他必要な施策を行います。

【具体的な施策】

・ 低公害車等の普及促進、アイドリングストップ、家庭、事業所における
※ ※

節電や節水など、省エネルギーの取組みを促進します。

・ 「ふくしまエコオフィス実践計画」に基づき、一事業者、一消費者として

県の機関における省資源・省エネルギーの取組みを推進します。

・ 県有施設の計画・設計の段階から、環境負荷低減に配慮した断熱性の高い

工法やリサイクル可能な資材等の採用、空調・換気設備におけるエネルギー

の効率的利用等、省資源・省エネルギー対策を行います。

・ 長寿命で、省エネルギー基準を満たす住宅建設の促進により、廃棄物の削

減、省エネルギー対策を行います。

② 新エネルギー利用等の促進

新エネルギー利用等の促進を図るため、必要な施策を行います。
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【具体的な施策】

・ 県自ら新エネルギーの導入を進めるとともに、市町村や民間における導入

を促進するため、産学民官の連携体制を強化し、その導入方策について検討

します。

・ 新エネルギーに関する情報発信を行うことにより、県内市町村、事業者及

び県民への普及啓発を図り、積極的な導入を促進します。

・ 市町村が行う新エネルギーによるまちづくりの支援や県民一人ひとりが行

う住宅用太陽光発電システムの導入への支援をはじめとして、本県の地域特

性を生かした新エネルギーの導入を促進します。

③ 環境への負荷を低減するための交通の円滑化

交通渋滞等に伴うエネルギーの消費を抑制し、環境への負荷を低減するため、

道路の改良、公共交通機関の利用の促進その他交通の円滑化のために必要な施策

を行います。

【具体的な施策】

・ 交通渋滞の緩和、解消を図るためバイパス、交差点改良等の整備を推進し

ます。

・ 「ノーマイカーデー」や「バス・鉄道利用促進デー」など、公共交通機関
※

の利用促進のため普及啓発を実施します。

・ 物流基地としての本県港湾の利便性の向上により、二酸化炭素等の排出量

が少ない船舶の利用の促進を進めます。

④ 廃棄物等の発生抑制及び循環資源の循環的利用の促進

「福島県廃棄物処理計画」の推進を図り、県民及び市町村等が連携して行う廃

棄物等の発生の抑制や循環資源の循環的利用に関する活動を促進するため、情報

の提供等必要な施策を実施します。

また 「３Ｒ」を積極的に推進し、循環資源を利用して製造された優良な製品、

の認定、当該認定を受けた製品の普及促進などに努めます。

【具体的な施策】

・ ゼロエミッション事業を推進するとともに、ゼロエミッションの実現に向
※コラム

けたアイデアと取組事例の募集を行い、優秀作品の表彰及び活動報告会を開

催します。

・ 簡易包装の推進や生ごみの自家処理などの普及により、ごみの減量化を図
※

ります。

・ 県内における標準的な分別収集方法等に基づく市町村への助言等により分
※

別収集の促進を図ります。

・ 集団回収を促進し、リユースやリサイクルを推進します。

・ 溶融スラグの利用促進などにより、リサイクルを推進します。
※
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・ 建設副産物の発生抑制、再資源化等建設リサイクルを推進します。
※

・ 食品廃棄物等の発生抑制、再生利用、減量等、食品リサイクルを推進しま

す。

、 、 。・ 家電製品の収集 運搬 再商品化等の推進等家電リサイクルを推進します

・ 使用済自動車に係る廃棄物の減量、再資源化の推進等自動車リサイクルを

推進します。

。 、・ 農業用使用済みプラスチックの適正処理とリサイクルを推進します また
※

生分解性プラスチック等の導入による排出の抑制に努めます。
※

・ 汚水処理汚泥の減量化やリサイクルを推進します。

・ うつくしま、エコ・リサイクル製品の認定や、県による優先的な使用及び
※

普及促進を図ります。

コ ラ ム

☆ ゼロエミッション（ ）Zero Emission

ある産業で排出される廃棄物を、別の産業の原料として活用し、地球全体とし

て廃棄物をゼロにすることを目指すことで、１９９４年（平成６年）に国連大学

により提唱されました。

ゼロ・エミッションは 「廃棄物ゼロ」を意味しますが、それだけでなく、物、

を大切に使う、長持ちする製品を作る、使い終わった製品はリサイクルさせて何

度も使うなど、最近では有限な地球を前提とした循環型社会形成の重要なコンセ

プトとなり、廃棄物を出さない経済社会、地域社会、企業活動などを表すより広

い意味を持つキーワードとして使われています。

ゼロエミッションを実現するために、次のとおり、 つの原則がまもられる必6

要があります。

① 再生可能な資源は、再生される資源量を上回って消費しない。

② 再生不可能な資源は、資源の生産性を向上させるとともに、再生可能でク

リーンな代替資源を開発し、その生産量に見合う範囲でなら消費できる。

③ 自然界の許容限度を超えて廃棄物を放出しない。

④ 経済活動、日常生活の場で、できるだけ脱物質化を図る。

⑤ 地上ストック資源の有効活用を図る。

⑥ 環境コストを内部化させ、環境効率の高い市場経済をつくる。

⑤ 事業者による循環型社会の形成への取組みの促進

事業者による循環型社会の形成への取組みを促進するため、情報の提供、循環

型社会の形成に自ら努めていると認められる事業所の認定その他必要な施策を行

います。

【具体的な施策】
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・ 環境保全対策に取り組む中小企業者等を支援するため、環境保全施設の整

備等に必要な資金の融資をあっせんします。

・ ごみの減量化やリサイクルに積極的に取り組む県内の小売店、事業所、飲

食店等を認定し、環境にやさしい取組みを広げることにより、ごみの減量化

やリサイクルの一層の推進を図ります。

・ 事業者における環境負荷低減活動を促進するため、ＩＳＯ やエコア14001
※ ※

クション２１など環境マネジメントシステムに関するセミナーや説明会を開

催します。

、 。・ 企業群 組合等が実施する環境負荷低減の取組みについて支援を行います

・ 商店街等において循環型社会の推進と活性化効果が期待される取組みを支

援します。

・ 事業者が、環境保全への取組状況を広く社会に公表するための「環境報告
※

書」や環境保全に関する事業等の費用対効果を定量的に明らかにする環境会
※

計についての啓発を図ります。

⑥ 環境物品等への需要の転換の促進

、 、県民等が物品を購入し 若しくは借り受けあるいは役務の提供を受ける場合は

環境にやさしい物品等を選択することを促進するため、普及啓発その他の必要な
※コラム

施策を行います。

また、県は環境にやさしい物品等への需要の転換を促進するため、物品及び役

務の調達にあたっては環境にやさしい物品を選択するよう努めます。

【具体的な施策】

・ 環境にやさしい物品等の購入（グリーン購入）のより一層の普及啓発を図
※

ります。

・ 物品の購入にあたっては、グリーン購入に努めるとともに、うつくしま、

エコ・リサイクル認定製品の優先購入に努めます。



- 14 -

コ ラ ム

 
  環境物品等 

環境にやさしい商品認定マーク一覧表 
① エコマーク  

環境保全に

役立つ日用

品や文具など

の商品につけ

られるマークです。 

② グリーンマーク 
 古 紙 を ４

０％以上使

って作られ

たノートなど

についてい

るマークです。 

③ 牛乳パック再利用マーク 
牛乳パック

から作られ

たトイレット

ペ ー パ ー

などに表示されているマークで

す。 

④ 省エネ性マーク 

省

エ

ネ

法に基づき定められた省エ

ネ基準をどの程度達成して

いるかを表示するマークで

す。エアコンなどについて

います。 

⑤ 国際エネルギースタ

ーマーク 
国際エ

ネルギ

ース タ

ープログラムにより設けられ

た基準をクリアしたパソコン

などに表示されているマー

クです。 

⑥ 再生紙使用マーク 
古 紙 の

含まれる

割合（古

紙配合率）について表示するマ

ークです。 

⑦ 非木材紙マーク 

非木材を使

用した紙コ

ップ、便せ

んなどに表

示されているマークです。 

⑧ 環境共生住宅認定マ

ーク 
環境に与え

る負荷がより

小さく、生活

の質がより高いと認定された

住宅に表示されているマー

クです。 

⑨ 低排出ガス車認定マーク 
（平成１７年排出ガス基準） 

自動車の排

出ガス低減レベルを示すマーク

で、低減レベルにより、４つ星、３

つ星の２段階があります。（平成

１２年排出ガス基準による認定

マークもあります。） 
⑩ ＦＳＣ認証マーク 

適切な森林

管理がなされ

ていると認証

された森林か

ら出された木

材・木材製品（ティッシュペ

ーパー等）に表示されるマ

ークです。 

⑪ ペットボトルリサイ

クル推奨マーク 

 ペットボトル

をリサイクルし

て作られた繊

維、シート、ボ

トル、成形品などに表示され

ているマークです。 

⑫ うつくしま、エコ・リサイ

クル製品認定マーク 

 主として県

内で生じた廃

棄物等を利用

して県内の事

業所等で製造

した優良な製品に表示されて

いるマークです。 

 
 ・マークには他にも種類があります。 
・マークが付いた商品以外にも、詰替用洗剤、生ごみ処理機など環境にやさしい商品

があります。 
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⑦ 地産地消の促進

県内における資源の利活用と地域経済循環の活性化に向けた地産地消の取組み
※

は、エネルギー消費の抑制等環境への負荷の低減に資する効果もあることから、

県民等のさらなる地産地消の促進に努めます。

【具体的な施策】

・ 県の主催する会議やイベント等において県産品の積極的な利用に努めま

す。

・ 全県的な運動として「地産地消」を推進し 「地産地消月間」を契機とし、

て地域が有する資源の利活用を促進します。

・ 公共施設等の県産木材や石材等の積極的な活用や県産資材の利用促進を図

ります。

・ 地産地消に積極的に取り組む県内の店舗を指定すること等を通じて、地産

地消の普及と県産品の利用拡大を図ります。

・ 食品産業等（加工・外食・中食等）や学校給食等における県産農林水産物

の利活用の拡大を図ります。

⑧ バイオマス製品の利用促進

バイオマスは、植物が光合成を行う限り枯渇することがない再生可能な資源で
※

あるばかりでなく、地球温暖化の原因とされる二酸化炭素を新たに増加させない

資源であり、森林資源や海洋資源等地球上の広範囲にわたって莫大な量があるこ

、 、とから 現在利用していないバイオマスをエネルギー源として有効に活用すれば

化石燃料の一部を代替する有望な資源となります。このため、県民等のバイオマ

ス製品の使用を促進するため、必要な施策を行います。

また、バイオマスのカスケード利用や地域にあるバイオマスを、その地域に関
※コラム

わりのある人、技術等を生かしながら、エネルギーやマテリアルに変換し、その
※

地域で消費し、それを繰り返すことで可能な限り余すことなく循環利用できるよ

う努めます。

【具体的な施策】

「 」 、・ 福島県バイオマス総合利活用指針 うつくしまバイオマス２１ に基づき

バイオマスの総合的な利活用を推進します。

・ 農林業や農村等から発生する有機性資源の循環利用を進めるため、たい肥

化とその流通・利用の促進を図ります。

・ 木質バイオマスの利用促進を図ります。
※
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コ ラ ム

☆カスケード利用

カスケード利用とは、資源を１回だけ利用するのではなく、使って性質が変った

資源や、使う際に出る廃棄物を新たな用途に使用する、という具合に資源を多段階

（カスケード）に活用することを言います。

バイオマスを利活用する場合、すぐに燃料等によりエネルギーとしての利用を図

るのではなく、より有効に活用するために段階的に利用する必要があります。例え

ば、木質系のバイオマスであれば、まずは、柱や板を生産し、その残りの端材を紙や

ボードの原料として利用、製材段階で発生するオガ屑はきのこの菌床、樹皮は家畜

敷料やたい肥、さらにペレットなどに加工して燃料に利用し、その焼却灰は土壌改良

材にするといった、段階的な利活用を言います。

⑨ 産業廃棄物の適正処理

「福島県廃棄物処理計画」に基づき、産業廃棄物の発生・処分及び処理が適正

に行われるよう努めます。

【具体的な施策】

・ 事業者や処理業者の設置する産業廃棄物処理施設等について、立入検査の

実施等により適正処理の推進を図ります。

・ 産業廃棄物の不法投棄の未然防止と早期発見等のため、不法投棄監視員の

配置や時間外の警備会社への監視委託等、産業廃棄物不法投棄の防止対策を

推進します。

・ 産業廃棄物の適正処理を行うための産業廃棄物処理施設の確保に向けて、

各種施策に取り組んでいくものとします。

⑩ 環境の保全上の支障の防止及び除去等

循環資源の利用又は処分に伴う環境の保全上の支障の防止及び除去並びに安全

の確保を図るため、条例等に基づき必要な施策を行います。

【具体的な施策】

・ 循環資源の利用や処分により、大気、水及び土壌の汚染等の環境保全上の

支障が生ずることを防止するため、必要とされる措置を講ずるよう指導を行

います。

・ 循環資源の不適正な処分により、環境が汚染され、あるいはそのおそれが

ある場合、環境保全上の支障の除去のために必要な措置を講じます。

・ 住民の健康及び生活環境の安全の確保のため、循環資源が不適正に利用又

は処分されないよう監視をします。
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３ 心の豊かさを重視した賢い生活様式及び行動様式への転換～ も（ ） 「

ったいない」の心が生きている社会を目指して～

循環型社会の形成には、県民一人ひとりが、日常生活、学問・研究や事業活動な

どあらゆる場面において環境の保全が最優先されるべき課題と認識し、環境問題の

解決方法について自ら考える能力を身に付けるとともに、自ら率先して取り組むこ

とが必要であることから 「もったいない」や「足るを知る」など日本人に伝統的、

に引き継がれてきた心を生かすなどの環境教育・学習等により、意識や価値観の転

換を促し、心の豊かさや生活の質を重視した賢いライフスタイルが文化として定着

するよう取り組みます。

① 循環型社会の形成に関する教育及び学習の振興等

地球温暖化を始めとした地球環境問題や、その解決策としての資源及びエネル

ギーの節約、ものを大切にすること又それに値するものを作ること、不用になっ

たものを修理・改造して利用すること、地元で生産されたものを地元で利用する

ことなど、循環型社会の形成に向けた県民等の理解を促進するため、教育及び学

習の振興並びに広報活動の充実などに取り組みます。

【具体的な施策】

・ 学校生活における省資源・省エネルギーをはじめとした環境負荷軽減に関

する実践を進め、児童生徒の主体的な行動力の育成を図ります。

・ 環境問題に関する専門家等を講師として活用し、児童生徒の環境学習の充

実を図るとともに、様々なテーマによる体験を重視した環境教育の指導を行

うことのできる指導者の育成を図ります。

・ 環境問題に関心のある各種団体等や市町村等が行う研修会等に対し、環境
※

アドバイザー等を派遣し、講演やアドバイスを行います。

・ 環境の現状や体験型の学習プログラムなどの環境情報をデータベース化

し、インターネットなどにより提供します。

・ 自然体験などを通した環境学習により、自然を愛護する態度と、環境保全

のリーダーとして活躍できる実践的な力を身につけた児童・生徒の育成を図

ります。

・ 環境保全への理解を深めるため、エコツーリズム等により、自然体験・自
※

然学習活動を推進します。

・ 地域や学校、環境保全活動団体などが、情報を交換し、協力して活動を展

開することができるようネットワークづくりを促進します。

② 県民等の自発的な活動の促進

県内で取り組まれてきた「４Ｒ運動 「マイバッグ運動」や各種リサイクル」、
※コラム ※コラム

活動を始め、最近の「もったいない運動」など県民等が行う循環型社会の形成に

関する自発的な活動を促進するため、技術・技能や経験を持った人材の活用や人
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材の育成を図るとともに、情報の提供その他の必要な支援を行います。

また、自発的活動の動機付けとして「もったいないから始めよう」をスローガ

、 「 （ ）」 、ンに 本計画の別表として もったいない５０の実践 仮称 を例示するなど

誰もが身近にできる取組みを促進します。

【具体的な施策】

・ 環境にやさしいライフスタイルが実践されるよう、家庭におけるエネルギ

ーの利用状況を把握する環境家計簿の普及を図ります。

・ 地域や団体で環境保全活動を行っている県民を対象として講習会を開催

し、環境学習や環境保全活動のリーダーを養成し、環境保全活動の裾野の拡

大と活性化を図ります。

・ 県民、事業者及び行政等が、環境保全活動について､それぞれの役割を尊

重しながら、共通の理解に立って相互の交流・連携が図られるよう支援しま

す。

・ 県民主導の「もったいない運動」が広く展開できるよう支援を行います。

コ ラ ム

☆ 「４Ｒ運動」と マイバック運動」「

３Ｒにごみの抑制（リフューズ： ：ごみになるものを拒否する）や修理Refuse

（リペア： ：修理して使う）を加えて「４Ｒ」または「５Ｒ」を提唱するRepair

取組みもあります。

県内では、県商工会連合会が、循環型社会の実現を目指して、資源・環境問題

を経営活動に携わる者の自らの課題として認識するとともに、消費者の生活意識

の変革を促すことに重点を置いて、平成９年度から、抑制（リフューズ）を加え

た「４Ｒ運動」を推進している。

また、同連合会は、平成６年から、自分の買物袋を持って買い物し、レジ袋を

使わないようにする「マイバック運動」にも取り組み、グロサリーバック（生鮮

品を除いた日用品等を入れるバック）を作成して、各商工会へ配布するなどの活

動も行っています。

（４）共通の施策

その他、循環型社会形成の共通の施策として次のことに取り組みます。

① 調査の実施

循環型社会の形成に関して、県内の実態やニーズを把握するため、必要な実態

調査や県民等に対するアンケート等を実施します。
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② 科学技術の振興

循環型社会の形成に関する科学技術の振興を図るため、産、学、官における研

究開発はもとより、それらの連携・共同による研究開発の推進やその成果の普及

その他の必要な施策を行います。

【具体的な施策】

・ ハイテクプラザにおいて、内燃機関への植物油利用技術や新エネルギー発

電システム等の研究・開発を行います。

・ 民間の技術開発を支援するとともに、開発した新たな技術の活用に努めま

す。

・ 農林水産業関係試験研究機関において、木質資源等の利用技術の開発を行

います。

③ 経済的措置

循環型社会の形成に関する施策を実施するため、産業廃棄物税や森林環境税を
※コラム ※コラム

活用するなど必要な経済的措置を行います。

コ ラ ム

☆ 産業廃棄物税と森林環境税

次の趣旨で創設され、平成１８年４月１日から施行される県税（目的税）で

す。

【産業廃棄物税】

本県の循環型社会形成に向けた取組みの一環として、経済的手法によって産業

廃棄物の発生抑制や減量化、リサイクルの促進を図るとともに、その税収を産業

廃棄物の排出削減への技術的・経済的支援な支援、リサイクル技術の導入支援、

不法投棄防止対策の強化等の施策に要する費用に充てることを目的とするもの

で、県内の最終処分場に排出した産業廃棄物が埋め立てられる際に課税されるも

、 。のであり 排出事業者又は中間処理業者を納税義務者として課税されるものです

【森林環境税】

水源のかん養、県土の保全等県民福祉の向上に資する森林の有する公益的機

能の重要性にかんがみ、森林環境の保全及び森林をすべての県民で守り育てる

意識の醸成に関する施策に要する経費として課税するもので、県民個人及び法人

等に課税されるものです。
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７ 計画の推進

循環型社会の形成は、国においては 「循環型社会形成基本法」に基づく「循環型社、

会形成推進基本計画 （以下「国計画」という ）により推進されていますが、本計画」 。
※コラム

は、国計画と相まって、本県の実情に則して、独自性と主体性を持って本県が取り組む

べきビジョンや施策等を掲げるものであり、目標に向かって、行政はもとより、県民、

事業者、民間の団体等ができることから自主的に取り組むとともに、あらゆる主体が連

携し県民総参加で推進していきます。

コ ラ ム

「国の計画と県の計画の関係」☆

国においては、循環型の形成に関する「基本法」として位置付けされてい

る「循環型社会形成推進基本法」に基づき、平成１５年に「循環型社会形成

推進基本計画 （以下「循環基本計画」という ）を策定しています。」 。

その中では 「国の取組」として、①自然界における物質循環の確保、②、

ライフスタイルの変革、③循環型社会ビジネスの振興、④安全で安心な廃棄

物等の循環的利用と処分の実現、⑤循環型社会を支えるための基盤整備を施

策として挙げるとともに 数値目標として 資源生産性 循環利用率 最、 「 」、「 」、「

終処分量」などを掲げて施策を推進しています。

また 「各主体の果たす役割」として 「地方公共団体は ・・・・循環型、 、 、

社会の形成に向けた行動を実践するとともに、循環基本計画を踏まえ、地域

におけるに循環型社会形成推進のための基本計画の策定が行われていきま

す 」 と述べ、国の計画に歩調を合わせ、地域の特性に応した地方公共団体。

の循環型社会形成推進計画の策定と実践を促しています。

（１）県民の役割

県民一人ひとりは、恵み豊かな環境を子や孫の世代に引き継いでいくとの考えに

立って「もったいない」や「３Ｒ」を実践するなど、できる限り環境に負荷をかけ

ないような生活・行動を実践することにより、心の豊かさや生活の質を重視した賢

いライフスタイルの実現に努めます。

・ 自然を利用するにあたっては、自然の保護に配慮し、自然循環が健全に保たれ

るよう努めます。

・ 日常生活において、廃棄物等の排出者としての自覚と責任を持ち、 廃棄物の

排出を抑制するとともに、廃棄物の自家処理や分別排出に努め、無駄を省き、廃

棄物の少ない生活を実践します。

・ 消費活動において、グリーン購入に努めるなど環境負荷の小さな事業活動を実

践している事業者を支援することで、事業者の資源循環に向けた取組みを促しま

す。
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・ 製品をなるべく長期間使用すること、再生品を使用すること、循環資源が分別

して回収されることに協力すること等により、製品等が廃棄物になることを抑制

するとともに、製品等が循環資源となったものについて適正に循環的な利用が行

われることを促進するよう努めます。

・ 地域の一員として、ＮＰＯ・ＮＧＯ等や行政などの活動に対して協力・支援す
※ ※

ることで、地域の取組みを促進します。

・ 県又は市町村が実施する循環型社会の形成に関する施策に協力します。

（２）民間の団体等の役割

民間の団体等は、循環型社会形成に資する取組みを主体的且つ自主的に実践する

、 、 、 、とともに 関係事業者等及び行政と連携し 又それらの活動を補完 支援するなど

循環型社会づくりを加速する役割を担います。

・ 循環型社会の形成に向けた県民、事業者等の理解を促進するため、知識の普及

啓発に努めます。

・ 心の豊かさを重視した賢い県民のライフスタイルへの転換を図るため 「もっ、

たいない」運動など環境保全を図る県民主体の地域の活動に取組みます。

・ 「３Ｒ」を推進する先導的な取組みを行います。

・ 自ら、又は産・学・民・官の連携・共同による研究開発に取り組むとともに、

その成果の普及に努めます。

・ 自らも環境にやさしい物品の購入（グリーン購入）に努めます。

（３）事業者の役割

事業者は、排出者責任及び拡大生産者責任の考え方に基づき、その事業活動を行
※コラム

うに当たって、環境への負荷の低減を図り、自然循環が健全に保全されるよう取り

組みます。

・ 原材料等がその事業活動において廃棄物等となることを抑制するために必要な

措置を行います。

・ 原材料等がその事業活動において循環資源となったときは、これについて自ら

適正に循環的な利用を行い、適正に循環的な利用が行われるために必要な措置を

行います。

・ 循環的な利用が困難な循環資源については、自らの責任において適正な処分を

します。

・ 製品、容器等の製造・販売を行う事業者は、当該製品、容器等が廃棄物となる

ことを抑制するため、再使用・再生利用しやすい材料を使用して製造するととも

に、当該製品、容器等の設計の工夫及び材質又は成分を表示し、適正に循環的な

利用が行われることを促進し、その適正な処分が困難とならないようにするため

に必要な措置を行います。
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・ 再生品を使用すること等により循環型社会の形成に自ら努めるとともに、県や

市町村等が実施する循環型社会の形成に関する施策に協力します。

・ 廃棄物の３Ｒの推進、適正処分に主体的に取り組むとともに、減量化・再資源

化に向けた取組みを関係団体等と協力して進めるなど、循環型社会経済システム

を構築する役割を担います。

・ 自らも環境にやさしい物品の購入等（グリーン購入）に努めます。

コ ラ ム

☆ 「排出者責任」及び「拡大生産者責任」

「排出者責任」とは、廃棄物等を排出する者が、その適正なリサイクルや処理

に関する責任を負うべきとの考え方であり、廃棄物・リサイクルの対策の基本的

な原則のひとつです。具体的には、廃棄物を排出する際に分別すること、事業者

がその廃棄物のリサイクルや処理を自ら行うことなどが挙げられます。

廃棄物処理に伴う環境負荷の原因者は、その廃棄物の排出者であることから、

排出者が廃棄物処理に伴う環境負荷低減の責任を負うという考え方は合理的であ

ると考えられ、その考え方の根本は汚染者負担の原則にあります。

また 「拡大生産者責任」とは、生産者が、自ら生産した製品について、生産、

、 、 、・使用段階だけでなく その生産した製品が使用され 廃棄された後においても

当該製品の適正なリサイクルや処分について、物理的又は財政的に一定の責任を

負うという考え方です。具体的には、製品の設計を工夫すること、製品の材質又

は成分を表示すること、一定の製品について廃棄された後に生産者が引取りやリ

サイクルを実施することなどが挙げられます。

現在の廃棄物問題の解決のためには 「出された廃棄物を適正に処理する」と、

いう対応では限界であり、物の製造段階にまで遡った対策が必要になっているこ

とから、この「拡大生産者責任」の考え方が重要になっています。

（４）行政の役割

① 市町村

、 、 、市町村は 一般廃棄物の処理責任者として 適切な処理・処分を実施するため

次のことに取り組みます。

、 、 、・ 一般廃棄物の減量化・リサイクルを推進するため 住民 事業者等に対して

積極的に情報提供を行うなど、意識の啓発に努めます。

・ 容器包装のリサイクルを促進するため、容器包装廃棄物の分別収集に努めま

す。

・ 県民、ＮＰＯ・ＮＧＯ等の取組みへの支援や地域特性を考慮した事業の展開

等を通じて、循環型社会の構築に努めます。

・ 環境にやさしい物品の購入等（グリーン購入）に率先して取り組みます。
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② 県

県は、循環型社会の形成に関する施策を総合的に調整、推進する立場から、次

のことに取り組みます。

・ 市町村が当該市町村の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、実施

するために必要な支援を行います。

・ 県民、ＮＰＯ・ＮＧＯ、事業者、市町村の取組みに対する支援、取組環境の

整備、関係主体間の連携促進等に努めます。

・ 環境保全活動を促進するためには、環境教育が不可欠であることから、学校

教育や社会教育など各分野での環境教育を推進するとともに、人材の育成や情

報提供、学習の場の提供などを行う、総合的な環境教育の拠点の整備について

検討します。

・ 循環資源に関する環境技術や国内外での取組みなどについて、情報を収集・

提供するとともに、課題解決のための調査・研究を行います。

・ 本計画の循環型社会の形成に向けた考え方や取組みについて、県内に限らず

広く他の都道府県や国等に発信し、それらの取組みとの調整を図りながら、必

要に応じて連携・共同した広域的な取組みを行います。

・ 環境にやさしい物品の購入等（グリーン購入）に率先して取り組みます。

（５）連携

大量生産、大量消費、大量廃棄型のライフスタイルは、日常生活、事業活動等社

会全般に浸透しています。

今後、これまでの価値観を見直し、循環型社会にふさわしいライフスタイルに転

換していくためには、県民、民間の団体等、事業者及び県や市町村の各主体がそれ

ぞれの役割を果たしていくだけでは大きな成果を上げていくことはできません。

循環型社会の形成は、総合的な取組みであることから、あらゆる分野・領域を超

えて多様な知恵を結集するとともに、産学民官の各主体が幅広く連携するなど、超

学際的に連携をすることが必要です。そのため、横断的な情報交換や交流の場を積

極的に設けるなど、ネットワーク作りに努めます。

コ ラ ム

連携の事例を記載します （例えばいわき市のグリーンプロジェクトや小高町の。

小収店の事例ではどうか ）。
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８ 進行管理

（１）各施策の取組みについては、毎年度の実績を取りまとめ、福島県循環型社会形成

庁内連絡会議においてＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行うとともに、結果等を
※コラム

公表します。

（２）各施策目標は 「別表２」に掲げる各項目の達成度を的確に表す方法（数値目標、

又はその他の方法）で表示します。

（３）本計画は、最終年度（平成２２年度）に点検を行い、その結果等を踏まえ、次期

計画を策定します。
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別表１ もったいない５０の実践

※ 別紙のとおり

（参考） 提案募集結果

意見提案者数 意見数

１ 県民意見公募（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ） ２４ ５１

２ 環境ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ会議もったいない部会 １１５ ３０２

合 計 １３９ ３５３

（参考）

小・中・高生へのもったいないに関する 計 ８９５ 計 ８９５

アンケート意見
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別表２ 数値目標

本計画の最終年次であるとともに 「うつくしま２１」及び「廃棄物処理計画」、

等の目標年度である平成２２年度を目標年次として設定します。

（※ 全文新規追加）数 値 目 標
指 標 名 現 況 目 標

平成１６年度 平成２２年度

自然循環

国立・国定・県立自然公園利用者数 １５，５５９千人 ２３，５００千人

森林整備ボランティア参加者数 １４，８５３人 ３３，０００人

間伐実施面積 ３，６０８ｈａ ４，４００ｈａ

エコファーマー認定者数 ５，５７０人 １０，０００人

「環境にやさしい米づくり」面積 ７，５５９ｈａ ５１，９００ｈａ

目標１９年

汚水処理人口普及率 ６２．１％ ７６％

水質環境基準達成率 ９０．９％ １００％

猪苗代湖のＣＯＤ 化学的酸素要求量 ０．６ｍｇ／ｌ ０．５ｍｇ／ｌ（ ）

値

高度処理型浄化槽 １７８基 １，０００基

野生動物保護サポーター登録者数 ５０人 １００人

㎡ ㎡緑地等面積 ２１．５７ ２５

資源循環

一般家庭等における年間電力消費量 １，８５７ｋｗｈ １，８００ｋｗｈ

（１人当たり）

二酸化炭素排出量（指数） １２３．２ ９３程度

現況Ｈ１４

県有施設への新エネルギー率先導 １０か所 ２０か所

入数（累計）

新エネルギーの導入量 １４３，７２６ｋｌ ８４，００２ｋｌ1

一般廃棄物の県民一人一日当たり排出 １，０４０ｇ ９３０ｇ

量 現況Ｈ１５

リサイクル率 １４．５％ ２６％

現況 １５H

クリーンエネルギー自動車の普及台数 ３，５６６台 １５，０００台

うつくしま、エコ・リサイクル製品認 ３２品 １００品

定数
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指 標 名 現 況 目 標

平成１６年度 平成２２年度

県内の環境マネジメントシステム認証 ２６６事業所 ４１０事業所

取得事業所数（累計）

グリーン購入アンケートによる取組率 ６２％ ８０％

産業廃棄物減量化・再生利用率 ９３％ ９３％

現況Ｈ１５

産業廃棄物焼却施設から排出されるダ ７．１ｇ－ＴＥＧ ６ｇ－ＴＥＧ

イオキシン類の量 現況Ｈ１５

心の豊かさ

環境アドバイザー等派遣事業の受講者 １４，４８５人 １８，０００人

数（累計）

うつくしまエコリーダー認定者数 １，４４６ 人 １，８００人

「もったいない運動」参加団体数 ０団体 １５０団体

※ 数値目標については、なるべくグラフによる表示もするものとする。


